
　公社等見直し計画（経営の効率化等のための工程表） （単位：千円、％、人）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

実　績 実　績 実　績 計　画 計　画

96,784 97,293 96,185 105,504
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県職員
に準拠

今後も県職員に準じた給与水準の見直し。（県の給料
表の主査級5級以下のみ使用）

86,236 85,225 80,554 79,150

　 　

116,219 103,706 93,272 93,804

17,342 16,633 16,385 16,211

1,519 2,334 4,955 18,387

49,572 58,665 49,151 54,300

　

類似団体等
なし

H11年４月に（社）山形県内水面養殖振興会及び
（財）山形県栽培漁業協会を統合。県内においては類
似団体等はない。

  

会計処理の改善
会計上の問題解
決取組

 
公益法人移行申請に合わせ、税理士等の外部専門家を
活用し、問題点把握、解決に向けた取り組み、点検評
価を実施する。
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累積損失額

借入金残高

縮減額

工  程  表

H22年度に正職員の削減（1名）により縮減を図った。
※左記には退職金支出は含まない。縮減
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補助金額

なし

施設設備や生産能力に応じた収入の確保に努める。

詳細

見直し額

H17年度から常勤役員を配置せず、全員非常勤であ
り、役員報酬はない。

当面、正職員退職後は新規採用を行わないこととする
が、長期的な展望に立ち事業量に見合った必要な人員
を確保していく。

類似団体等との統合
廃止（完全民営化含
む）

外部の専門家を活用し
た監査機能の充実

種苗生産等に係る事故の未然防止に努めるとともに、
効率的な生産により経費節減を図る。
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累積損失の処理

栽培漁業セン
ター管理運営
費（県受託）

収入額

詳細

持続可能な栽培漁業を推進していくために、公共性の
高い種苗生産を今後とも維持継続していく必要があ
る。そのため、安定生産に必要な県委託料収入の確保
に努める。
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